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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも次の構成要素［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］を含んでなるエポキシ樹脂組成物であっ
て、配合したエポキシ樹脂総量１００質量％に対して［Ａ］を５～６０質量％と、［Ｂ］
を４０～８０質量％含むことを特徴とする繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
［Ａ］：下記一般式（１）

【化１】

（ただし式中、Ｒ１とＲ２は、それぞれ炭素数１～４の脂肪族炭化水素基、炭素数３～６
の脂環式炭化水素基、炭素数６～１０の芳香族炭化水素基、ハロゲン原子、アシル基、ト
リフルオロメチル基およびニトロ基からなる群から選ばれた少なくとも一つを表す。Ｒ１

とＲ２はそれぞれ、複数の場合、同じであっても異なっていてもよい。ｎは０～４の整数
、ｍは０～５の整数である。Ｘは、－Ｏ―、―Ｓ－、―ＣＯ―、―Ｃ（＝Ｏ）Ｏ―、―Ｓ
Ｏ２－から選ばれる１つを表す。）で示される構造を有するエポキシ樹脂
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［Ｂ］：３官能以上のエポキシ樹脂
［Ｃ］：硬化剤
【請求項２】
エポキシ樹脂［Ａ］のＸがエーテル基である、請求項１に記載の繊維強化複合材料用エポ
キシ樹脂組成物。
【請求項３】
エポキシ樹脂［Ａ］とエポキシ樹脂［Ｂ］とを合わせたエポキシ樹脂総量１００質量部に
対するエポキシ樹脂［Ａ］の割合が２５～５０質量部である、請求項１または２に記載の
繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項４】
式（１）において、ｎ＝０、ｍ＝０である、請求項１～３のいずれかに記載の繊維強化複
合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項５】
硬化剤［Ｃ］が芳香族アミンである、請求項１～４のいずれかに記載の繊維強化複合材料
用エポキシ樹脂組成物。
【請求項６】
さらに熱可塑性樹脂粒子［Ｄ］を含む、請求項１～５のいずれかに記載の繊維強化複合材
料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項７】
エポキシ樹脂［Ａ］またはエポキシ樹脂［Ｂ］に溶解する熱可塑性樹脂［Ｅ］を含む、請
求項１～６のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物。
【請求項８】
請求項１～７のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物を強化繊維に含
浸させてなるプリプレグ。
【請求項９】
強化繊維が炭素繊維である、請求項８に記載のプリプレグ。
【請求項１０】
請求項９に記載のプリプレグを硬化させて得られる繊維強化複合材料。
【請求項１１】
請求項１～１０のいずれかに記載の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物を硬化してな
る樹脂硬化物。
【請求項１２】
請求項１１に記載の樹脂硬化物、さらに炭素繊維を含んでなる炭素繊維強化複合材料。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物（以下、単に「エポキシ樹脂組成物
」と言うこともある。）、プリプレグ、および繊維複合材料に関する。さらに詳しくは、
低温下等の厳しい使用環境での機械強度に優れ、構造材料として好適な繊維強化複合材料
を与えるエポキシ樹脂組成物、およびプリプレグ、繊維強化複合材料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、炭素繊維やアラミド繊維などを強化繊維として用いた繊維強化複合材料は、その
高い比強度と比弾性率を利用して、航空機や自動車などの構造材料、テニスラケット、ゴ
ルフシャフトおよび釣り竿などのスポーツ、および一般産業用途などに利用されてきた。
【０００３】
　その繊推強化複合材料の製造方法には、強化繊維に未硬化のマトリックス樹脂が含浸さ
れたシート状中間材料であるプリプレグを用い、それを硬化させる方法や、モールド中に
配置した強化繊維に液状の樹脂を流し込んで中間体を得、それを硬化させるレジン・トラ
ンスファー・モールディング法などが用いられている。これらの製造方法のうち、プリプ
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レグを用いる方法では、通常、プリプレグを複数枚積層した後、加熱加圧することによっ
て繊維強化複合材料成形物を得ている。このプリプレグに用いられるマトリックス樹脂と
しては、プロセス性などの生産性の面から、熱硬化性樹脂、特にエポキシ樹脂が用いられ
ることが多い。
【０００４】
　中でも航空機や自動車などの構造材用途では、近年の需要拡大に伴いさらなる軽量化や
材料強度向上が強く要求されている。そのため、マトリックス樹脂となるエポキシ樹脂に
は高い耐熱性が要求される。
【０００５】
　一般に高いガラス転移温度Ｔｇを有する樹脂組成物は硬化温度が高く、このような樹脂
組成物は、高温に曝される硬化時や成型時の揮発成分が多い傾向にある。硬化時に揮発分
が多いと、例えば、ハニカム材では表面形成時にハニカムの中にガス化した揮発分が密封
され、それが出口のないハニカム中で膨張し、表面材とハニカム芯材との接着を阻害する
要因となる。また、プリプレグ積層体のオートクレープ成型においても揮発分が成形時に
ボイドの原因となることがあり、繊維強化複合材料の強度を損ねる場合がある。
【０００６】
　揮発分が少ない高耐熱なエポキシ樹脂組成物については、多官能エポキシ樹脂とポリイ
ソシアネート等を組み合わせる手法が提案されている（特許文献１参照。）が、この提案
では、プリプレグを積層し硬化させた繊維複合材料の強度への言及がない。
【０００７】
　繊維強化複合材料の高強度化には、強化繊維の高強度化や高繊維体積分率化（高Ｖｆ化
）が必要である。従来、高強度の強化繊維を得る方法が提案されている（特許文献２参照
。）が、この提案では、繊維強化複合材料としたときに発現する強度への言及がない。一
般に、強化繊維を高強度化するほど、繊維本来の強度を利用することが難しくなる傾向が
ある。例えば、強化繊維のストランド強度が向上しても、引張強度を十分に利用すること
ができず、引張強度利用率（繊維強化複合材料の引張強度／（強化繊維のストランド強度
×体積繊維含有率）×１００）は、低下していく傾向にある。そのため、このような高強
度の炭素繊維を得ることができても、繊維強化複合材料としての強度を発現させるために
は、さらに技術的な課題をクリアする必要がある。
【０００８】
　同じ強度の強化繊維でも、組み合わせるマトリックス樹脂やその成形条件により、その
引張強度利用率が大きく変動していくことが知られている。特に、硬化の温度条件が１８
０℃以上になると、その硬化の際に繊維強化複合材料に残留する熱応力から高強度が発現
しにくいという問題がある。そのため、これまでにも、１８０℃の温度での硬化でも十分
な引張強度を出すためのマトリックス樹脂の改質の検討が行われてきている。
【０００９】
　マトリックス樹脂の引張破断伸度を上げると、繊維強化複合材料の引張強度利用率は向
上することが知られている。マトリックス樹脂の引張破断伸度の向上には、マトリックス
樹脂の架橋密度を下げることが有効であるが、架橋密度の低下により繊維強化複合材料の
耐熱性が低下することがあり、有効な配合が限られるという問題がある。それを解決する
ために、引張破断伸度と破壊靱性ＫＩｃが特定の関係を満たせば高い引張強度利用率が得
られることが提案されている（特許文献３参照。）。しかしながら、破壊靱性ＫＩｃの向
上のために、マトリックス樹脂に熱可塑性樹脂やゴム成分を多量に配合すると、一般的に
粘度が上昇し、プリプレグ製造のプロセス性や取扱性を損ねることがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００１－３１８３８公報
【特許文献２】特開平１１－２４１２３０号公報
【特許文献３】特開平９－２３５３９７号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　そこで、本発明の目的は、硬化時の揮発分が少なく、優れた耐熱性と低温下等の厳しい
使用環境での機械強度に優れ、構造材料として好適な炭素繊維強化複合材料を与えるエポ
キシ樹脂組成物、およびプリプレグ、炭素繊維強化複合材料を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、上記目的を達成するために次のいずれかの構成を有するものである。すなわ
ち、少なくとも次の構成要素［Ａ］、［Ｂ］、［Ｃ］を含んでなるエポキシ樹脂組成物で
あって、配合したエポキシ樹脂総量１００質量％に対して［Ａ］を１０～６０質量％と、
［Ｂ］を４０～８０質量％含むことを特徴とする炭素繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組
成物。
［Ａ］：下記一般式（１）
［Ｂ］：３官能以上のエポキシ樹脂
［Ｃ］：硬化剤
　また、本発明においては、前記のエポキシ樹脂組成物を硬化してなる樹脂硬化物、およ
び炭素繊維を含んでなる炭素繊維強化複合材料、前記のエポキシ樹脂組成物を炭素繊維に
含浸させてプリプレグとし、さらには、かかるプリプレグを硬化させて炭素繊維強化複合
材料とすることができる。
【００１４】

【化１】

【００１５】
（ただし式中、Ｒ１とＲ２は、それぞれ炭素数１～４の脂肪族炭化水素基、炭素数３～６
の脂環式炭化水素基、炭素数６～１０の芳香族炭化水素基、ハロゲン原子、アシル基、ト
リフルオロメチル基およびニトロ基からなる群から選ばれた少なくとも一つを表す。Ｒ１

とＲ２はそれぞれ、複数の場合、同じであっても異なっていてもよい。ｎは０～４の整数
、ｍは０～５の整数である。Ｘは、－Ｏ―、―Ｓ－、―ＣＯ―、―Ｃ（＝Ｏ）Ｏ―、―Ｓ
Ｏ２－から選ばれる１つを表す。）で示される構造を有する２官能エポキシ樹脂である。
【００１７】
　本発明のエポキシ樹脂組成物の好ましい態様によれば、前記の硬化剤［Ｃ］は芳香族ア
ミンである。
【００１８】
　また、本発明においては、前記のエポキシ樹脂組成物を硬化してなる樹脂硬化物とし、
前記のエポキシ樹脂組成物を強化繊維に含浸させてプリプレグとし、さらには、かかるプ
リプレグを硬化させて繊維強化複合材料とすることができる。
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【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、揮発量が少なく、耐熱性および強度特性に優れた繊維強化複合材料、
およびこれを得るためのエポキシ樹脂組成物およびプリプレグが得られる。
【００２０】
　特に、このエポキシ樹脂組成物により得られる炭素繊維強化複合材料は低温下において
も非常に高い強度特性を有するため航空機用途の主翼や風車のブレードなどの分布荷重を
受ける大型の構造部材に好適に用いられる。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明のエポキシ樹脂組成物、プリプレグおよび炭素繊維強化複合材料について
詳細に説明する。
【００２２】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、４員環以上の環構造を２つ以上有し、かつ、環構造に
直結したアミン型グリシジル基またはエーテル型グリシジル基を少なくとも１つ有するエ
ポキシ樹脂［Ａ］、３官能以上のエポキシ樹脂［Ｂ］および硬化剤［Ｃ］を含むものであ
る。
【００２３】
　本発明のエポキシ樹脂組成物に含まれるエポキシ樹脂［Ａ］の、４員環以上の環構造を
２つ以上有する、とは、シクロヘキサンやベンゼン、ピリジンなど４員環以上の単環構造
を２つ以上有するか、フタルイミドやナフタレン、カルバゾールなどの各々４員環以上の
環からなる縮合環構造を少なくとも１つ以上有することを示す。
【００２４】
　エポキシ樹脂［Ａ］の環構造に直結したアミン型グリシジル基またはエーテル型グリシ
ジル基とは、ベンゼンやフタルイミドなどの環構造にアミン型ならばＮ原子、エーテル型
ならばＯ原子が結合した構造を有することを示し、アミン型ならば１官能または２官能の
エポキシ樹脂、エーテル型ならば１官能のエポキシ樹脂である。（以降、１官能のエポキ
シ樹脂［Ａ］を［Ａ１］、２官能のエポキシ樹脂［Ａ］を［Ａ２］と言うこともある。本
発明では、後述のとおりエポキシ樹脂［Ａ］として［Ａ２］を用いる。）
　エポキシ樹脂［Ａ］の配合量が少ないと、炭素繊維強化複合材料の強度向上の効果がほ
とんどなく、配合量が多すぎると、耐熱性を著しく損ねてしまう。したがって、［Ａ］の
配合量は配合されたエポキシ樹脂総量に対して５～６０質量％であることを必要とする。
また、［Ａ］において、１官能エポキシ樹脂はより強度発現の効果に優れ、２官能エポキ
シ樹脂はより耐熱性に優れる。ゆえに［Ａ］の配合量は、［Ａ１］が用いられる場合には
、配合されたエポキシ樹脂総量に対して１０～４０質量％が好ましく、より好ましくは１
５～３０質量部である。そして、本発明に用いられる［Ａ２］では配合されたエポキシ樹
脂総量に対して２５～６０質量％が好ましく、より好ましくは３０～５０質量部である。
【００２５】
　上記エポキシ樹脂［Ａ１］としては、例えば、グリシジルフタルイミド、グリシジル－
１，８－ナフタルイミド、グリシジルカルバゾール、グリシジル－３，６－ジブロモカル
バゾール、グリシジルインドール、グリシジル－４－アセトキシインドール、グリシジル
－３－メチルインドール、グリシジル－３－アセチルインドール、グリシジル－５－メト
キシ－２－メチルインドール、ｏ－フェニルフェニルグリシジルエーテル、ｐ－フェニル
フェニルグリシジルエーテル、ｐ－（３－メチルフェニル）フェニルグリシジルエーテル
、２，６－ジベンジルフェニルグリシジルエーテル 、２－ベンジルフェニルグリシジル
エーテル 、２，６－ジフェニルフェニルグリシジルエーテル、４－α－クミルフェニル
グリシジルエーテル、ｏ－フェノキシフェニルグリシジルエーテル、ｐ－フェノキシフェ
ニルグリシジルエーテルなどが挙げられる。
【００２６】
　本発明で用いられるエポキシ樹脂［Ａ２］としては、Ｎ,Ｎ－ジグリシジル－４－フェ
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ノキシアニリン、Ｎ,Ｎ－ジグリシジル－４－（４－メチルフェノキシ）アニリン、Ｎ,Ｎ
－ジグリシジル－４－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシ）アニリンおよびＮ,Ｎ－ジグ
リシジル－４－（４‐フェノキシフェノキシ）アニリン等挙げられる。これらの樹脂は、
多くの場合、フェノキシアニリン誘導体にエピクロロヒドリンを付加し、アルカリ化合物
により環化して得られる。分子量の増加に伴い粘度が増加していくため、取扱い性の点か
ら、エポキシ樹脂［Ａ２］のＲ１とＲ２がともに水素であるＮ,Ｎ－ジグリシジル－４－
フェノキシアニリンが特に好ましく用いられる。
【００２７】
　フェノキシアニリン誘導体としては、具体的には、４－フェノキシアニリン、４－（４
－メチルフェノキシ）アニリン、４－（３－メチルフェノキシ）アニリン、４－（２－メ
チルフェノキシ）アニリン、４－（４－エチルフェノキシ）アニリン、４－（３－エチル
フェノキシ）アニリン、４－（２－エチルフェノキシ）アニリン、４－（４－プロピルフ
ェノキシ）アニリン、４－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノキシ）アニリン、４－（４－シ
クロヘキシルフェノキシ）アニリン、４－（３－シクロヘキシルフェノキシ）アニリン、
４－（２－シクロヘキシルフェノキシ）アニリン、４－（４－メトキシフェノキシ）アニ
リン、４－（３－メトキシフェノキシ）アニリン、４－（２－メトキシフェノキシ）アニ
リン、４－（３－フェノキシフェノキシ）アニリン、４－（４－フェノキシフェノキシ）
アニリン、４－［４－（トリフルオロメチル）フェノキシ］アニリン、４－［３－（トリ
フルオロメチル）フェノキシ］アニリン、４－［２－（トリフルオロメチル）フェノキシ
］アニリン、４－（２－ナフチルオキシフェノキシ）アニリン、４－（１－ナフチルオキ
シフェノキシ）アニリン、４－［（１，１′－ビフェニル－４－イル）オキシ］アニリン
、４－（４－ニトロフェノキシ）アニリン、４－（３－ニトロフェノキシ）アニリン、４
－（２－ニトロフェノキシ）アニリン、３－ニトロ－４－アミノフェニルフェニルエーテ
ル、２－ニトロ－４－（４－ニトロフェノキシ）アニリン、４－（２，４－ジニトロフェ
ノキシ）アニリン、３－ニトロ－４－フェノキシアニリン、４－（２－クロロフェノキシ
）アニリン、４－（３－クロロフェノキシ）アニリン、４－（４－クロロフェノキシ）ア
ニリン、４－（２，４－ジクロロフェノキシ）アニリン、３－クロロ－４－（４－クロロ
フェノキシ）アニリン、および４－（４－クロロ－３－トリルオキシ）アニリンなどが挙
げられる。
【００２８】
　次に、本発明で用いられるエポキシ樹脂［Ａ２］の製造方法について例示説明する。
【００２９】
　本発明で用いられるエポキシ樹脂［Ａ２］は、下記一般式（２）
【００３０】
【化２】

【００３１】
（ただし式中、Ｒ１とＲ２は、それぞれ炭素数１～４の脂肪族炭化水素基、炭素数３～６



(7) JP 4811532 B2 2011.11.9

10

20

30

の脂環式炭化水素基、炭素数６～１０の芳香族炭化水素基、ハロゲン原子、アシル基、ト
リフルオロメチル基およびニトロ基からなる群から選ばれた少なくとも一つを表す。Ｒ１

とＲ２はそれぞれ、複数の場合、同じであっても異なっていてもよい。ｎは０～４の整数
、ｍは０～５の整数である。Ｘは、－Ｏ―、―Ｓ－、―ＣＯ―、―Ｃ（＝Ｏ）Ｏ―、―Ｓ
Ｏ２－から選ばれる１つを表す。）で示されるフェノキシアニリン誘導体と、エピクロロ
ヒドリンを反応させることにより製造することができる。
【００３２】
　すなわち、一般的なエポキシ樹脂の製造方法と同じく、エポキシ樹脂［Ａ２］の製造方
法は、フェノキシアニリン誘導体１分子にエピクロロヒドリン２分子が付加し、下記一般
式（３）
【００３３】
【化３】

【００３４】
（ただし式中、Ｒ１とＲ２は、それぞれ炭素数１～４の脂肪族炭化水素基、炭素数３～６
の脂環式炭化水素基、炭素数６～１０の芳香族炭化水素基、ハロゲン原子、アシル基、ト
リフルオロメチル基およびニトロ基からなる群から選ばれた少なくとも一つを表す。Ｒ１

とＲ２はそれぞれ、複数の場合、同じであっても異なっていてもよい。ｎは０～４の整数
、ｍは０～５の整数である。Ｘは、－Ｏ―、―Ｓ－、―ＣＯ―、―Ｃ（＝Ｏ）Ｏ―、―Ｓ
Ｏ２－から選ばれる１つを表す。）で示されるジクロロヒドリン体が生成する付加工程と
続くジクロロヒドリン体をアルカリ化合物により脱塩化水素し、二官能エポキシ体である
下記一般式（１）
【００３５】
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【化４】

【００３６】
（ただし式中、Ｒ１とＲ２は、それぞれ炭素数１～４の脂肪族炭化水素基、炭素数３～６
の脂環式炭化水素基、炭素数６～１０の芳香族炭化水素基、ハロゲン原子、アシル基、ト
リフルオロメチル基およびニトロ基からなる群から選ばれた少なくとも一つを表す。Ｒ１

とＲ２はそれぞれ、複数の場合、同じであっても異なっていてもよい。ｎは０～４の整数
、ｍは０～５の整数である。Ｘは、－Ｏ―、―Ｓ－、―ＣＯ―、―Ｃ（＝Ｏ）Ｏ―、―Ｓ
Ｏ２－から選ばれる１つを表す。）で示されるエポキシ化合物が生成する環化工程からな
る。
【００３７】
　［Ａ１］の市販品としては、 “デナコール（登録商標）”Ｅｘ－７３１（グリシジル
フタルイミド、ナガセケムテックス（株）製）、ＯＰＰ－Ｇ（ｏ－フェニルフェニルグリ
シジルエーテル、三光（株）製）、［Ａ２］の市販品としては、ＰｘＧＡＮ（ジグリシジ
ル－ｐ－フェノキシアニリン、東レ・ファインケミカル（株）製）などが挙げられる。
【００３８】
　本発明で用いられる３官能以上のエポキシ樹脂［Ｂ］とは、１分子中に３個以上のエポ
キシ基を有する化合物である。３官能以上のエポキシ樹脂［Ｂ］としては、例えば、グリ
シジルアミン型エポキシ樹脂およびグリシジルエーテル型エポキシ樹脂が挙げられる。
【００３９】
　３官能以上のエポキシ樹脂［Ｂ］において、官能基数は好ましくは３～７であり、より
好ましくは３～４である。官能基数が多すぎると硬化後のマトリックス樹脂が脆くなって
しまい、耐衝撃性を損ねる場合がある。
【００４０】
　３官能以上のグリシジルアミン型エポキシ樹脂としては、例えば、ジアミノジフェニル
メタン型、ジアミノジフェニルスルホン型、アミノフェノール型、メタキシレンジアミン
型、１，３－ビスアミノメチルシクロヘキサン型、イソシアヌレート型等のエポキシ樹脂
が挙げられる。中でも物性のバランスが良いことから、ジアミノジフェニルメタン型とア
ミノフェノール型のエポキシ樹脂が特に好ましく用いられる。
【００４１】
　また、３官能以上のグリシジルエーテル型エポキシ樹脂としては、例えば、フェノール
ノボラック型、オルソクレゾールノボラック型、トリスヒドロキシフェニルメタン型およ
びテトラフェニロールエタン型等のエポキシ樹脂が挙げられる。
【００４２】
　３官能以上のエポキシ樹脂［Ｂ］の配合量が少なすぎると耐熱性を損ねてしまい、多す
ぎると架橋密度が高くなるため脆い材料となることがあり、炭素繊維強化複合材料の耐衝
撃性と強度を損ねてしまうことがある。３官能以上のエポキシ樹脂の配合量は、エポキシ
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樹脂［Ａ］と３官能以上のエポキシ樹脂［Ｂ］とを合わせ配合されたエポキシ樹脂量（エ
ポキシ樹脂総量）１００質量％に対して、好ましくは４０～８０質量％であり、より好ま
しくは５０～７０質量％である。
【００４３】
　本発明においては、［Ａ］、［Ｂ］の他のエポキシ樹脂や、エポキシ樹脂と熱硬化性樹
脂の共重合体等を含んでも良い。エポキシ樹脂と共重合させて用いられる上記の熱硬化性
樹脂としては、例えば、不飽和ポリエステル樹脂、ビニルエステル樹脂、エポキシ樹脂、
ベンゾオキサジン樹脂、フェノール樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂およびポリイミド樹脂
等が挙げられる。これらの樹脂組成物や化合物は、単独で用いてもよいし適宜配合して用
いてもよい。少なくとも［Ａ］、［Ｂ］の他のエポキシ樹脂を配合することは、樹脂の流
動性と硬化後の耐熱性を兼ね備えるものとする。樹脂の流動性を良くするため、室温（２
５℃）で液状なエポキシ樹脂が好適に用いられる。ここでいう液状とは、測定される熱硬
化性樹脂と同じ温度状態にある比重７以上の金属片を、該熱硬化性樹脂の上に置き、重力
で瞬時に埋没するとき、その熱硬化性樹脂は液状であると定義する。比重７以上の金属片
としては、例えば、鉄（鋼）、鋳鉄、銅などが挙げられる。また、液状のエポキシ樹脂を
少なくとも１種と、固形状のエポキシ樹脂を少なくとも１種を配合することは、プリプレ
グのタック性とドレープ性を適切なものとする。タック性とドレープ性の観点から、本発
明に係るエポキシ樹脂組成物は、配合したエポキシ樹脂総量１００質量％に対して、［Ａ
］と［Ｂ］も含めて液状のエポキシ樹脂を、合計で２０質量％以上含むことが好ましい。
【００４４】
　３官能以上のエポキシ樹脂［Ｂ］の市販品としてジアミノジフェニルメタン型のエポキ
シ樹脂は、ＥＬＭ４３４（住友化学（株）製）、“アラルダイト（登録商標）”ＭＹ７２
０、“アラルダイト（登録商標）”ＭＹ７２１、“アラルダイト（登録商標）”ＭＹ９５
１２、“アラルダイト（登録商標）”ＭＹ９６６３（以上ハンツマン・アドバンスト・マ
テリアルズ社製）、および“エポトート（登録商標）”ＹＨ―４３４（東都化成（株）製
）などが挙げられる。
【００４５】
　メタキシレンジアミン型のエポキシ樹脂市販品としては、ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ（三菱ガス
化学社製）が挙げられる。
【００４６】
　１，３－ビスアミノメチルシクロヘキサン型のエポキシ樹脂市販品としては、ＴＥＴＲ
ＡＤ－Ｃ（三菱ガス化学社製）が挙げられる。
【００４７】
　イソシアヌレート型のエポキシ樹脂市販品としては、ＴＥＰＩＣ－Ｐ（日産化学社製）
が挙げられる。
【００４８】
　トリスヒドロキシフェニルメタン型のエポキシ樹脂市販品としては、Ｔａｃｔｉｘ７４
２（ハンツマン・アドバンスト・マテリアルズ社製）が挙げられる。
【００４９】
　テトラフェニロールエタン型のエポキシ樹脂市販品としては、“ｊＥＲ（登録商標）”
１０３１Ｓ（ジャパンエポキシレジン（株）製）が挙げられる。
【００５０】
　アミノフェノール型のエポキシ樹脂市販品としては、ＥＬＭ１２０やＥＬＭ１００（以
上、住友化学（株）製）、“ｊＥＲ（登録商標）”６３０（ジャパンエポキシレジン（株
）製）、および“アラルダイト（登録商標）”ＭＹ０５１０（ハンツマン（株）製）、“
アラルダイト（登録商標）”ＭＹ０６００（ハンツマン（株）製）、“アラルダイト（登
録商標）”ＭＹ０６１０（ハンツマン（株）製）、などが挙げられる。
【００５１】
　フェノールノボラック型エポキシ樹脂の市販品としては、ＤＥＮ４３１やＤＥＮ４３８
（以上、ダウケミカル社製）および“ｊＥＲ（登録商標）”１５２（ジャパンエポキシレ
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ジン（株）製）などが挙げられる。
【００５２】
　オルソクレゾールノボラック型のエポキシ樹脂市販品としては、ＥＯＣＮ－１０２０（
日本化薬社製）や“エピクロン（登録商標）”Ｎ－６６０（ＤＩＣ（株）製）などが挙げ
られる。
【００５３】
　ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂の市販品としては、“エピクロン（登録商標）”
ＨＰ７２００（ＤＩＣ（株）製）などが挙げられる。
【００５４】
　［Ａ］、［Ｂ］以外のエポキシ樹脂として用いられるエポキシ樹脂のうち、２官能のエ
ポキシ樹脂としては、フェノールを前駆体とするグリシジルエーテル型エポキシ樹脂が好
ましく用いられる。このようなエポキシ樹脂として、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、
ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポ
キシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、ウレタン変性エポキシ樹脂、ヒダントイン型およ
びレゾルシノール型エポキシ樹脂等が挙げられる。
【００５５】
　液状のビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂およびレゾ
ルシノール型エポキシ樹脂は、低粘度であるために、他のエポキシ樹脂と組み合わせて使
うことが好ましい。
【００５６】
　また、固形のビスフェノールＡ型エポキシ樹脂は、液状ビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂に比較し架橋密度の低い構造を与えるため耐熱性は低くなるが、より靭性の高い構造が
得られるため、グリシジルアミン型エポキシ樹脂や液状のビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂やビスフェノールＦ型エポキシ樹脂と組み合わせて用いられる。
【００５７】
　ナフタレン骨格を有するエポキシ樹脂は、低吸水率かつ高耐熱性の硬化樹脂を与える。
また、ビフェニル型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、フェノールア
ラルキル型エポキシ樹脂およびジフェニルフルオレン型エポキシ樹脂も、低吸水率の硬化
樹脂を与えるため好適に用いられる。ウレタン変性エポキシ樹脂およびイソシアネート変
性エポキシ樹脂は、破壊靱性と伸度の高い硬化樹脂を与える。
【００５８】
　ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂の市販品としては、“ＥＰＯＮ（登録商標）”８２５
（ジャパンエポキシレジン（株）製）、“エピクロン（登録商標）”８５０（ＤＩＣ（株
）製）、“エポトート（登録商標）”ＹＤ―１２８（東都化成（株）製）、およびＤＥＲ
―３３１やＤＥＲ－３３２（以上、ダウケミカル社製）などが挙げられる。
【００５９】
　ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂の市販品としては、“ｊＥＲ（登録商標）”８０６、
 “ｊＥＲ（登録商標）”８０７および“ｊＥＲ（登録商標）”１７５０（以上、ジャパ
ンエポキシレジン（株）製）、“エピクロン（登録商標）”８３０（ＤＩＣ（株）製）お
よび“エポトート（登録商標）”ＹＤ―１７０（東都化成（株）製）などが挙げられる。
【００６０】
　レゾルシノール型エポキシ樹脂の市販品としては、“デコナール（登録商標）”ＥＸ－
２０１（ナガセケムテックス（株）製）などが挙げられる。
【００６１】
　グリシジルアニリン型のエポキシ樹脂市販品としては、ＧＡＮやＧＯＴ（以上、日本化
薬（株）製）などが挙げられる。
【００６２】
　ビフェニル型エポキシ樹脂の市販品としては、ＮＣ－３０００（日本化薬（株）製）な
どが挙げられる。
【００６３】
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　ウレタン変性エポキシ樹脂の市販品としては、ＡＥＲ４１５２（旭化成エポキシ（株）
製）などが挙げられる。
【００６４】
　ヒダントイン型のエポキシ樹脂市販品としては、ＡＹ２３８（ハンツマン・アドバンス
ト・マテリアルズ社製）が挙げられる。
【００６５】
　強化繊維との接着性と機械物性のバランスから、全エポキシ樹脂組成物中にグリシジル
アミン型エポキシ樹脂が３０～７０質量部配合されることが好ましく、より好ましい配合
量は４０～６０質量部である。
【００６６】
　本発明の繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物は、硬化剤［Ｃ］を配合して用いると
良い。ここで説明される硬化剤は、本発明のエポキシ樹脂組成物に含まれるエポキシ樹脂
の硬化剤であり、エポキシ基と反応し得る活性基を有する化合物である。硬化剤としては
、具体的には、例えば、ジシアンジアミド、芳香族ポリアミン、アミノ安息香酸エステル
類、各種酸無水物、フェノールノボラック樹脂、クレゾールノボラック樹脂、ポリフェノ
ール化合物、イミダゾール誘導体、脂肪族アミン、テトラメチルグアニジン、チオ尿素付
加アミン、メチルヘキサヒドロフタル酸無水物のようなカルボン酸無水物、カルボン酸ヒ
ドラジド、カルボン酸アミド、ポリメルカプタンおよび三フッ化ホウ素エチルアミン錯体
のようなルイス酸錯体などが挙げられる。
【００６７】
　芳香族ポリアミンを硬化剤として用いることにより、耐熱性の良好なエポキシ樹脂硬化
物が得られる。特に、芳香族ポリアミンの中でも、ジアミノジフェニルスルホンの各種異
性体は、耐熱性の良好なエポキシ樹脂硬化物を得るため最も適している硬化剤である。
【００６８】
　また、ジシアンジアミドと尿素化合物、例えば、３，４－ジクロロフェニル－１，１－
ジメチルウレアとの組合せ、あるいはイミダゾール類を硬化剤として用いることにより、
比較的低温で硬化しながら高い耐熱耐水性が得られる。酸無水物を用いてエポキシ樹脂を
硬化することは、アミン化合物硬化に比べ吸水率の低い硬化物を与える。その他、これら
の硬化剤を潜在化したもの、例えば、マイクロカプセル化したものを用いることにより、
プリプレグの保存安定性、特にタック性やドレープ性が室温放置しても変化しにくい。
【００６９】
　硬化剤の添加量の最適値は、エポキシ樹脂と硬化剤の種類により異なる。例えば、芳香
族アミン硬化剤では、化学量論的に当量となるように添加することが好ましいが、エポキ
シ樹脂のエポキシ基量に対する芳香族アミン硬化剤の活性水素量の比を０．７～０．９付
近とすることにより、当量で用いた場合より高弾性率樹脂が得られることがあり、これも
好ましい態様である。これらの硬化剤は、単独で使用しても複数を併用してもよい。
【００７０】
　芳香族ポリアミン硬化剤の市販品としては、セイカキュアＳ（和歌山精化工業（株）製
）、ＭＤＡ－２２０（三井化学（株）製）、“ｊＥＲキュア（登録商標）”Ｗ（ジャパン
エポキシレジン（株）製）、および３，３’－ＤＡＳ（三井化学（株）製）、Ｌｏｎｚａ
ｃｕｒｅ（登録商標）Ｍ－ＤＥＡ（Ｌｏｎｚａ（株）製）、Ｌｏｎｚａｃｕｒｅ（登録商
標）Ｍ－ＤＩＰＡ（Ｌｏｎｚａ（株）製）、Ｌｏｎｚａｃｕｒｅ（登録商標）Ｍ－ＭＩＰ
Ａ（Ｌｏｎｚａ（株）製）およびＬｏｎｚａｃｕｒｅ（登録商標）ＤＥＴＤＡ ８０（Ｌ
ｏｎｚａ（株）製）などが挙げられる。
【００７１】
　また、これらエポキシ樹脂と硬化剤、あるいはそれらの一部を予備反応させた物を組成
物中に配合することもできる。この方法は、粘度調節や保存安定性向上に有効な場合があ
る。
【００７２】
　本発明においては、上記のエポキシ樹脂組成物に、熱可塑性樹脂を溶解させて用いるこ
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とも好適な態様である。このような熱可塑性樹脂としては、一般に、主鎖に、炭素－炭素
結合、アミド結合、イミド結合、エステル結合、エーテル結合、カーボネート結合、ウレ
タン結合、チオエーテル結合、スルホン結合およびカルボニル結合からなる群から選ばれ
た結合を有する熱可塑性樹脂であることが好ましい。また、この熱可塑性樹脂は、部分的
に架橋構造を有していても差し支えなく、結晶性を有していても非晶性であってもよい。
特に、ポリアミド、ポリカーボナート、ポリアセタール、ポリフェニレンオキシド、ポリ
フェニレンスルフィド、ポリアリレート、ポリエステル、ポリアミドイミド、ポリイミド
、ポリエーテルイミド、フェニルトリメチルインダン構造を有するポリイミド、ポリスル
ホン、ポリエーテルスルホン、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリ
アラミド、ポリエーテルニトリルおよびポリベンズイミダゾールからなる群から選ばれた
少なくとも１種の樹脂が、上記のエポキシ樹脂組成物に含まれるいずれかのエポキシ樹脂
に溶解していることが好適である。
【００７３】
　なかでも、良好な耐熱性を得るためには、熱可塑性樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）が少
なくとも１５０℃以上であり、１７０℃以上であることが好ましい。配合する熱可塑性樹
脂のガラス転移温度が、１５０℃未満であると、成形体として用いた時に熱による変形を
起こしやすくなる場合がある。さらに、この熱可塑性樹脂の末端官能基としては、水酸基
、カルボキシル基、チオール基、酸無水物などのものがカチオン重合性化合物と反応する
ことができ、好ましく用いられる。具体的には、ポリエーテルスルホンの市販品である“
スミカエクセル（登録商標）”ＰＥＳ３６００Ｐ、“スミカエクセル（登録商標）”ＰＥ
Ｓ５００３Ｐ、“スミカエクセル（登録商標）”ＰＥＳ５２００Ｐ、“スミカエクセル（
登録商標）”ＰＥＳ７６００Ｐ（以上、住友化学工業（株）製）、“Ｕｌｔｒａｓｏｎ（
登録商標）”Ｅ２０２０Ｐ　ＳＲ、“Ｕｌｔｒａｓｏｎ（登録商標）”Ｅ２０２１ＳＲ（
以上、ＢＡＳＦ（株）製）、“ＧＡＦＯＮＥ（登録商標）”３６００ＲＰ、“ＧＡＦＯＮ
Ｅ（登録商標）” ３０００ＲＰ（以上、Ｓｏｌｖａｙ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌｙｍ
ｅｒｓ（株）製）などを使用することができ、また、特表２００４-５０６７８９号公報
に記載されるようなポリエーテルスルホンとポリエーテルエーテルスルホンの共重合体オ
リゴマー、さらにポリエーテルイミドの市販品である“ウルテム（登録商標）”１０００
、“ウルテム（登録商標）”１０１０、“ウルテム（登録商標）”１０４０（以上、ソル
ベイアドバンストポリマーズ（株）製）などが挙げられる。オリゴマーとは１０個から１
００個程度の有限個のモノマーが結合した比較的分子量が低い重合体を指す。
【００７４】
　エポキシ樹脂と熱可塑性樹脂との混合物は、それらを単独で用いた場合より良好な結果
を与えることが多い。エポキシ樹脂の脆さを熱可塑性樹脂の強靱さでカバーし、かつ熱可
塑性樹脂の成形困難性をエポキシ樹脂でカバーし、バランスのとれたベース樹脂となる。
エポキシ樹脂と熱可塑性樹脂と使用割合（質量％）は、バランスの点で、好ましくは配合
したエポキシ樹脂の合計１００質量％に対して熱可塑性樹脂の配合量が２～４０質量％の
範囲であり、より好ましくは５～３０質量％の範囲である。
【００７５】
　本発明の繊維強化複合材料用のエポキシ樹脂組成物においては、硬化剤［Ｃ］以外の構
成要素（成分）を、まず１５０～１７０℃程度の温度で均一に加熱混練し、次いで６０℃
程度の温度まで冷却した後に、硬化剤［Ｃ］を加えて混練することが好ましいが、各成分
の配合方法は特にこの方法に限定されるものではない。
【００７６】
　本発明においては、本発明のエポキシ樹脂組成物に熱可塑性樹脂粒子を配合することも
好適である。熱可塑性樹脂粒子を配合することにより、炭素繊維強化複合材料としたとき
に、マトリックス樹脂の靱性が向上し耐衝撃性が向上する。
【００７７】
　本発明で用いられる熱可塑性樹脂粒子の素材としては、先に例示した各種の熱可塑性樹
脂と同様のものであって、エポキシ樹脂組成物に混合して用い得る熱可塑性樹脂を用いる
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ことができる。中でも、ポリアミドは最も好ましく、ポリアミドの中でも、ナイロン１２
、ナイロン１１やナイロン６／１２共重合体は、特に良好な熱硬化性樹脂との接着強度を
与える。この熱可塑性樹脂粒子の形状としては、球状粒子でも非球状粒子でも、また多孔
質粒子でもよいが、球状の方が樹脂の流動特性を低下させないため粘弾性に優れ、また応
力集中の起点がなく、高い耐衝撃性を与えるという点で好ましい態様である。ポリアミド
粒子の市販品としては、ＳＰ－５００（東レ（株）製）、トレパール（登録商標）ＴＮ（
東レ（株）製）、“オルガソール（登録商標）”１００２Ｄ（ＡＴＯＣＨＥＭ（株）製）
、“オルガソール（登録商標）”２００２（ＡＴＯＣＨＥＭ（株）製）、“オルガソール
（登録商標）”３２０２（ＡＴＯＣＨＥＭ（株）製）、トロガミドＴ５０００などが挙げ
られる。
【００７８】
　本発明のエポキシ樹脂組成物は、本発明の効果を妨げない範囲で、カップリング剤や、
熱硬化性樹脂粒子、エポキシ樹脂に溶解可能な熱可塑性樹脂、あるいはシリカゲル、カー
ボンブラック、クレー、カーボンナノチューブ、金属粉体といった無機フィラー等を配合
することができる。
【００７９】
　既述のように、一般に、高いガラス転移点Ｔｇを有する樹脂組成物は硬化温度が高く、
このような樹脂組成物は、硬化時の揮発成分が多い傾向にある。硬化時に揮発分が多いと
、例えば、プリプレグ積層体の成形時にボイドの原因となり、繊維強化複合材料の強度を
損ねる場合がある。また、揮発した有機化合物は作業環境の安全性確保の面で問題となる
。
【００８０】
　エポキシ樹脂組成物の揮発量は、暴露温度の上昇に比例して増加する傾向があるが、高
温になるほどエポキシ樹脂組成物は短時間でゲル化して揮発分を生じなくなるため、硬化
温度以下の温度において揮発量は頭打ちとなる場合が多い。例えば、硬化に高温条件が必
要となる芳香族ポリアミン系では、昇温速度によるが、１５０～１８０℃の温度で揮発量
は頭打ちとなる。例えば、１８０℃で硬化する場合では、昇温速度の影響が小さい１６０
℃の温度で揮発量を測定することが好ましい。
【００８１】
　そのため高い耐熱性を有し、かつ繊維強化複合材料の成型時のボイド発生を抑制するた
めには熱暴露した時の揮発量がより少ないことが好ましい。具体的には、プリプレグを熱
風乾燥機内に２０分間静置したときの揮発量が、０．２～５％以下であることが好ましく
、より好ましくは０．０２～３％以下である。
【００８２】
　本発明のプリプレグに用いられる強化繊維としては、炭素繊維、ガラス繊維、アラミド
繊維、ボロン繊維、ＰＢＯ繊維、高強力ポリエチレン繊維、アルミナ繊維および炭化ケイ
素繊維などを用いることができる。これらの繊維を、２種類以上混合して用いても構わな
い。強化繊維の形態や配列については限定されず、例えば、一方向に引き揃えられた長繊
維、単一のトウ、織物、ニット、不織布、マットおよび組紐などの繊維構造物が用いられ
る。
【００８３】
　特に、材料の軽量化や高強度化の要求が高い用途においては、その優れた比弾性率と比
強度のため、炭素繊維を好適に用いることができる。
【００８４】
　本発明で用いられる炭素繊維は、用途に応じてあらゆる種類の炭素繊維を用いることが
可能であるが、耐衝撃性の点から高くとも４００ＧＰａの引張弾性率を有する炭素繊維で
あることが好ましい。また、強度の観点からは、高い剛性および機械強度を有する複合材
料が得られることから、引張強度が好ましくは４．４～６．５ＧＰａの炭素繊維が用いら
れる。また、引張伸度も重要な要素であり、１．７～２．３％の高強度高伸度炭素繊維で
あることが好ましい。従って、引張弾性率が少なくとも２３０ＧＰａであり、引張強度が
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少なくとも４．４ＧＰａであり 、引張伸度が少なくとも１．７％であるという特性を兼
ね備えた炭素繊維が最も適している。
【００８５】
　炭素繊維の市販品としては、“トレカ（登録商標）”Ｔ８００Ｇ－２４Ｋ、“トレカ（
登録商標）”Ｔ８００Ｓ－２４Ｋ、 “トレカ（登録商標）”Ｔ７００Ｇ－２４Ｋ、“ト
レカ（登録商標）”Ｔ３００－３Ｋ、および“トレカ（登録商標）”Ｔ７００Ｓ－１２Ｋ
（以上東レ（株）製）などが挙げられる。
【００８６】
　炭素繊維の形態や配列については、一方向に引き揃えた長繊維や織物等から適宜選択で
きるが、軽量で耐久性がより高い水準にある炭素繊維強化複合材料を得るためには、炭素
繊維が、一方向に引き揃えた長繊維（繊維束）や織物等連続繊維の形態であることが好ま
しい。
【００８７】
　本発明において用いられる炭素繊維束は、単繊維繊度が０．２～２．０ｄｔｅｘである
ことが好ましく、より好ましくは０．４～１．８ｄｔｅｘである。単繊維繊度が０．２ｄ
ｔｅｘ未満では、撚糸時においてガイドローラーとの接触による炭素繊維束の損傷が起こ
り易くなることがあり、また樹脂組成物の含浸処理工程においても同様の損傷が起こるこ
とがある。単繊維繊度が２．０ｄｔｅｘを超えると炭素繊維束に樹脂組成物が充分に含浸
されないことがあり、結果として耐疲労性が低下することがある。
【００８８】
　本発明において用いられる炭素繊維束は、一つの繊維束中のフィラメント数が２５００
～５００００本の範囲であることが好ましい。フィラメント数が２５００本を下回ると繊
維配列が蛇行しやすく強度低下の原因となりやすい。また、フィラメント数が５００００
本を上回るとプリプレグ作製時あるいは成形時に樹脂含浸が難しいことがある。フィラメ
ント数は、より好ましくは２８００～４００００本の範囲である。
【００８９】
　本発明のプリプレグは、繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物を炭素繊維に含浸した
ものである。そのプリプレグの炭素繊維質量分率は好ましくは４０～９０質量％であり、
より好ましくは５０～８０質量％である。炭素繊維質量分率が低すぎると、得られる複合
材料の質量が過大となり、比強度および比弾性率に優れる繊維強化複合材料の利点が損な
われることがあり、また、炭素繊維質量分率が高すぎると、樹脂組成物の含浸不良が生じ
、得られる複合材料がボイドの多いものとなり易く、その力学特性が大きく低下すること
がある。
【００９０】
　本発明のプリプレグは、粒子に富む層、すなわち、その断面を観察したときに、前記し
たすべての粒子が局在して存在している状態が明瞭に確認しうる層（以下、粒子層と略記
することがある。）が、プリプレグの表面付近部分に形成されている構造であることが好
ましい。
【００９１】
　このような構造をとることにより、プリプレグを積層してエポキシ樹脂を硬化させて炭
素繊維強化複合材料とした場合は、プリプレグ層、即ち複合材料層の間で樹脂層が形成さ
れ易く、それにより、複合材料層相互の接着性や密着性が高められ、得られる炭素繊維強
化複合材料に高度の耐衝撃性が発現されるようになる。
【００９２】
　このような観点から、前記の粒子層は、プリプレグの厚さ１００％に対して、プリプレ
グの表面から、表面を起点として厚さ方向に好ましくは２０％の深さ、より好ましくは１
０％の深さの範囲内に存在していることが好ましい。また、粒子層は、片面のみに存在さ
せても良いが、プリプレグに表裏ができるため、注意が必要となる。プリプレグの積層を
間違えて、粒子のある層間とない層間が存在すると、衝撃に対して弱い複合材料となる。
表裏の区別をなくし、積層を容易にするため、粒子層はプリプレグの表裏両面に存在する
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方がよい。
【００９３】
　さらに、粒子層内に存在する熱可塑性樹脂粒子の存在割合は、プリプレグ中、熱可塑性
樹脂粒子の全量１００質量％に対して好ましくは９０～１００質量％であり、より好まし
くは９５～１００質量％である。
【００９４】
　この粒子の存在率は、例えば、下記の方法で評価することができる。すなわち、プリプ
レグを２枚の表面の平滑なポリ四フッ化エチレン樹脂板の間に挟持して密着させ、７日間
かけて徐々に硬化温度まで温度を上昇させてゲル化、硬化させて板状のプリプレグ硬化物
を作製する。このプリプレグ硬化物の両面に、プリプレグ硬化物の表面から、厚さの２０
％深さ位置にプリプレグの表面と平行な線を２本引く。次に、プリプレグの表面と上記線
との間に存在する粒子の合計面積と、プリプレグの厚みに渡って存在する粒子の合計面積
を求め、プリプレグの厚さ１００％に対して、プリプレグの表面から２０％の深さの範囲
に存在する粒子の存在率を計算する。ここで、粒子の合計面積は、断面写真から粒子部分
を刳り抜き、その質量から換算して求める。樹脂中に分散する粒子の写真撮影後の判別が
困難な場合は、粒子を染色する手段も採用できる。
【００９５】
　本発明のプリプレグは、特開平１－２６６５１号公報、特開昭６３－１７０４２７号公
報または特開昭６３－１７０４２８号公報に開示されているような方法を応用して製造す
ることができる。具体的には、本発明のプリプレグは、炭素繊維とマトリックス樹脂であ
るエポキシ樹脂からなる一次プリプレグの表面に、熱可塑性樹脂粒子を粒子の形態のまま
塗布する方法、マトリックス樹脂であるエポキシ樹脂中にこれらの粒子を均一に混合した
混合物を調整し、この混合物を炭素繊維に含浸させる過程において強化繊維でこれら粒子
の侵入を遮断せしめてプリプレグの表面部分に粒子を局在化させる方法、または予めエポ
キシ樹脂を炭素繊維に含浸させて一次プリプレグを作製しておき、一次プリプレグ表面に
、これらの粒子を高濃度で含有する熱硬化性樹脂のフィルムを貼付する方法等で製造する
ことができる。熱可塑性樹脂粒子が、プリプレグの厚み２０％の深さの範囲に均一に存在
することで、高い耐衝撃性を兼ね備えた繊維複合材料用のプリプレグが得られる。
【００９６】
　本発明のプリプレグは、本発明のエポキシ樹脂組成物を、メチルエチルケトンやメタノ
ール等の溶媒に溶解して低粘度化し、強化繊維に含浸させるウェット法と、エポキシ樹脂
組成物を加熱により低粘度化し、強化繊維に含浸させるホットメルト法等によって好適に
製造することができる。
【００９７】
　ウェット法は、強化繊維をエポキシ樹脂組成物の溶液に浸漬した後、引き上げ、オーブ
ン等を用いて溶媒を蒸発せしめ、プリプレグを得る方法である。
【００９８】
　ホットメルト法は、加熱により低粘度化したエポキシ樹脂組成物を直接強化繊維に含浸
させる方法、またはエポキシ樹脂組成物を離型紙等の上にコーティングした樹脂フィルム
を作製しておき、次に強化繊維の両側または片側からその樹脂フィルムを重ね、加熱加圧
することによりエポキシ樹脂組成物を転写含浸せしめ、プリプレグを得る方法である。こ
のホットメルト法では、プリプレグ中に残留する溶媒が実質的に皆無となるため好ましい
態様である。
【００９９】
　また、本発明の繊維強化複合材料は、このような方法により製造された複数のプリプレ
グを積層後、得られた積層体に熱および圧力を付与しながらエポキシ樹脂を加熱硬化させ
る方法等により製造することができる。
【０１００】
　熱および圧力を付与する方法としては、プレス成形法、オートクレーブ成形法、バッギ
ング成形法、ラッピングテープ法および内圧成形法等が使用される。特にスポーツ用品の
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成形には、ラッピングテープ法と内圧成形法が好ましく用いられる。
【０１０１】
　ラッピングテープ法は、マンドレル等の芯金にプリプレグを捲回して、繊維強化複合材
料製の管状体を成形する方法であり、ゴルフシャフトや釣り竿等の棒状体を作製する際に
好適な方法である。より具体的には、マンドレルにプリプレグを捲回し、プリプレグの固
定および圧力付与のため、プリプレグの外側に熱可塑性樹脂フィルムからなるラッピング
テープを捲回し、オーブン中でエポキシ樹脂を加熱硬化させた後、芯金を抜き去って管状
体を得る方法である。
【０１０２】
　また、内圧成形法は、熱可塑性樹脂製のチューブ等の内圧付与体にプリプレグを捲回し
たプリフォームを金型中にセットし、次いでその内圧付与体に高圧の気体を導入して圧力
を付与すると同時に金型を加熱せしめ、管状体を成形する方法である。この内圧成形法は
、ゴルフシャフト、バット、およびテニスやバトミントン等のラケットのような複雑な形
状物を成形する際に、特に好ましく用いられる。
【０１０３】
　本発明の炭素繊維強化複合材料は、上述した本発明のプリプレグを所定の形態で積層し
、加圧・加熱してエポキシ樹脂を硬化させる方法を一例として製造することができる。
【０１０４】
　本発明の繊維強化複合材料は、前記したエポキシ樹脂組成物を用いて、プリプレグを経
由しない方法によっても製造することができる。
【０１０５】
　このような方法としては、例えば、本発明のエポキシ樹脂組成物を直接強化繊維に含浸
させた後加熱硬化する方法、即ち、ハンド・レイアップ法、フィラメント・ワインディン
グ法、プルトルージョン法、レジン・インジェクション・モールディング法およびレジン
・トランスファー・モールディング法等が用いられる。これら方法では、エポキシ樹脂か
らなる１つ以上の主剤と、１つ以上の硬化剤とを使用直前に混合してエポキシ樹脂組成物
を調製する方法が好ましく採用される。
【０１０６】
　本発明の炭素繊維強化複合材料は、航空機構造部材、風車の羽根、自動車外板およびＩ
Ｃトレイやノートパソコンの筐体（ハウジング）などのコンピュータ用途、さらにはゴル
フシャフトやテニスラケットなどスポーツ用途に好ましく用いられる。
【実施例】
【０１０７】
　以下、実施例によって、本発明のエポキシ樹脂組成物と、それを用いたプリプレグと繊
維強化複合材料について、より具体的に説明する。実施例で用いた樹脂原料、プリプレグ
および繊維強化複合材料の作製方法、樹脂硬化物の耐熱性評価方法、引張強度の評価法を
、次に示す。実施例のプリプレグの作製環境および評価は、特に断りのない限り、温度２
５℃±２℃、相対湿度５０％の雰囲気で行ったものである。なお、実施例３１～５６は、
参考実施例である。
【０１０８】
　＜炭素繊維（強化繊維）＞
・“トレカ（登録商標）”Ｔ８００Ｇ－２４Ｋ－３１Ｅ（フィラメント数２４，０００本
、引張強度５．９ＧＰａ、引張弾性率２９４ＧＰａ、引張伸度２．０％の炭素繊維、東レ
（株）製）。
【０１０９】
　＜エポキシ樹脂＞
エポキシ樹脂［Ａ］
・下記方法で合成したＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－フェノキシアニリン（［Ａ２］）
温度計、滴下漏斗、冷却管および攪拌機を取り付けた四つ口フラスコに、エピクロロヒド
リン６１０．６ｇ(６．６ｍｏｌ)を仕込み、窒素パージを行いながら温度を７０℃まで上
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げて、これにエタノール１０２０ｇに溶解させたｐ－フェノキシアニリン２０３．７ｇ(
１．１ｍｏｌ)を４時間かけて滴下した。さらに６時間撹拌し、付加反応を完結させ、４
－フェノキシ－Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシ－３－クロロプロピル）アニリンを得た。
続いて、フラスコ内温度を２５℃に下げてから、これに４８％ＮａＯＨ水溶液２２９ｇ(
２．７５ｍｏｌ)を２時間で滴下してさらに１時間撹拌した。環化反応が終わってからエ
タノールを留去して、４０８ｇのトルエンで抽出を行い５％食塩水で２回洗浄を行った。
有機層からトルエンとエピクロロヒドリンを減圧下で除くと、褐色の粘性液体が３０８．
５ｇ(収率９４．５％)得られた。主生成物であるＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－フェノキシ
アニリンの純度は、９１％(ＧＣａｒｅａ％)であった。
【０１１０】
　・下記方法で合成したＮ,Ｎ－ジグリシジル－４－（４－ニトロフェノキシ）アニリン
（［Ａ２］）
合成したエポキシ樹脂の前駆体となるアミン化合物をＮ,Ｎ－ジグリシジル－４－（４－
ニトロフェノキシ）アニリンに変更したこと以外は、上記したＮ，Ｎ－ジグリシジル－４
－フェノキシアニリンと同様の反応条件と手順によりグリシジル化反応を行いＮ,Ｎ－ジ
グリシジル－４－（４－ニトロフェノキシ）アニリンを得た。
【０１１１】
　・下記方法で合成したＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－（４－メチルフェノキシ）アニリン
（［Ａ２］）
合成したエポキシ樹脂の前駆体となるアミン化合物を４－（４－メチルフェノキシ）アニ
リンに変更したこと以外は、上記したＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－フェノキシアニリンと
同様の反応条件と手順によりグリシジル化反応を行いＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－（４－
メチルフェノキシ）アニリンを得た。
【０１１２】
　・“デナコール（登録商標）”Ｅｘ－７３１（Ｎ-グリシジルフタルイミド、ナガセケ
ムテックス（株）製）（［Ａ１］）
・ＯＰＰ－Ｇ（ｏ－フェニルフェニルグリシジルエーテル、三光（株）製）（［Ａ１］）
・下記方法で合成したＮ－グリシジルカルバゾール（［Ａ１］）
合成したエポキシ樹脂の前駆体となる化合物をカルバゾールに変更したこと以外は、上記
したＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－フェノキシアニリンと同様の反応条件と手順によりグリ
シジル化反応を行いＮ－グリシジルカルバゾールを得た。
【０１１３】
　エポキシ樹脂［Ｂ］
・ＥＬＭ４３４（テトラグリシジルジアミノジフェニルメタン、住友化学（株）製）
・“ｊＥＲ”（登録商標）６３０（トリグリシジル－ｐ－アミノフェノール、ジャパンエ
ポキシレジン（株）製）
・ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ（テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、三菱ガス化学（株）製
）
・ＴＧ３ＤＡＳ（テトラグリシジル－３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、三井化学
ファイン（株））。
【０１１４】
　［Ａ］、［Ｂ］以外の２官能エポキシ樹脂
・“ＥＰＯＮ”(登録商標)８２５（ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ジャパンエポキシ
レジン（株）製））
・ＧＯＴ（Ｎ－ジグリシジルトルイジン、日本化薬（株）製）
・ＧＡＮ（Ｎ－ジグリシジルアニリン、日本化薬（株）製）
・Ｅｘ－１４６（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルグリシジルエーテル、ナガセケムテック
ス（株）製）。
【０１１５】
　＜硬化剤［Ｃ］＞
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・“セイカキュア”(登録商標)－Ｓ（４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、和歌山精
化（株）製）
・３，３’－ＤＡＳ（３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、三井化学ファイン（株）
製）。
【０１１６】
　＜熱可塑性樹脂粒子［Ｄ］＞
・“トレパール（登録商標）”ＴＮ（東レ（株）製、平均粒子径：１３．０μｍ）
・トロガミドＣＸ７３２３（ダイセル・ヒュルス（株）製）を凍結粉砕、分級により粒度
調整した、ポリアミド粒子Ａ（平均粒径：１８．９μｍ）
・“オルガソール（登録商標）”１００２Ｄ（ＡＴＯＣＨＥＭ（株）、平均粒子径：２１
．０μｍ）。
【０１１７】
　＜熱可塑性樹脂［Ｅ］＞
・“スミカエクセル（登録商標）”ＰＥＳ５００３Ｐ（ポリエーテルスルホン、住友化学
（株）製）
・ “ＧＡＦＯＮＥ（登録商標）” ３６００ＲＰ（Ｓｏｌｖａｙ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐ
ｏｌｙｍｅｒｓ（株）製）
　（１）繊維強化複合材料の０°の定義
ＪＩＳ　Ｋ７０１７（１９９９）に記載されているとおり、一方向繊維強化複合材料の繊
維方向を軸方向とし、その軸方向を０°軸と定義し軸直交方向を９０°と定義する。
【０１１８】
　（２）繊維強化複合材料の０°引張強度測定
一方向プリプレグを所定の大きさにカットし、一方向に６枚積層した後、真空バッグを行
い、オートクレーブを用いて、温度１８０℃、圧力６ｋｇ／ｃｍ２、２時間で硬化させ、
一方向強化材（繊維強化複合材料）を得た。この一方向強化材を幅１２．７ｍｍ、長さ２
３０ｍｍでカットし、両端に１．２ｍｍ、長さ５０ｍｍのガラス繊維強化プラスチック製
のタブを接着し試験片を得た。この試験片はインストロン万能試験機を用いて、ＪＩＳＫ
７０７３－１９８８の規格に準じて０゜引張試験（測定温度－６０℃）を行った。
【０１１９】
　（３）ガラス転移温度の測定
前記（２）項の試験片を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１２１（１９８７）に従い、示差走査熱量
計（ＤＳＣ）により繊維強化複合材料のガラス転移温度の測定を行った。容量５０μｌの
密閉型サンプル容器に、８～２０ｍｇの試料（試験片）を詰め、昇温速度１０℃／分で３
０～３５０℃まで昇温し、ガラス転移温度を測定した。ここでは、測定装置として、ＴＡ
　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製の示差走査型熱量計（ＤＳＣ）を使用した。具体的には、
得られたＤＳＣ曲線の階段状変化を示す部分において、各ベースラインの延長した直線か
ら縦軸方向に等距離にある直線と、ガラス転移の階段状変化部分の曲線とが交わる点の温
度をガラス転移温度とした。
【０１２０】
　（４）プリプレグ揮発分測定
プリプレグを５０×５０ｍｍに裁断し、試験片とする。該試験片を秤量後（Ｗ１）、１６
０℃の温度に設定した熱風乾燥機内にアルミニウム板にのせたプリプレグを静置した状態
で２０分間維持し、デシケーター中で２５℃まで放冷し、試験片を秤量した（Ｗ２）。次
式より、プリプレグ揮発分（質量％）を計算した。
・ＰＶＣ＝（Ｗ１－Ｗ２）／Ｗ１×１００
ＰＶＣ：プリプレグ揮発分（質量％）
揮発分（質量％）＝ＰＶＣ×１００／ＲＣ
ＲＣ：プリプレグの樹脂含有率（質量％）。
【０１２１】
　（５）プリプレグの厚み２０％の深さの範囲に存在する粒子の存在率
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プリプレグを、２枚の表面の平滑なポリ四フッ化エチレン樹脂板間に挟持して密着させ、
７日間かけて徐々に１５０℃迄温度を上昇させてゲル化、硬化させて板状の樹脂硬化物を
作製する。硬化後、密着面と垂直な方向から切断し、その断面を研磨後、光学顕微鏡で２
００倍以上に拡大しプリプレグの上下面が視野内に納まるようにして写真撮影した。同様
な操作により、断面写真の横方向の５ヵ所でポリ四フッ化エチレン樹脂板間の間隔を測定
し、その平均値（ｎ＝５）をプリプレグの厚さとした。プリプレグの両面について、プリ
プレグの表面から、厚さの２０％深さ位置にプリプレグの表面と平行な線を２本引く。次
に、プリプレグの表面と上記線との間に存在する粒子の合計面積と、プリプレグの厚みに
渡って存在する粒子の合計面積を求め、プリプレグの厚さ１００％に対して、プリプレグ
の表面から２０％の深さの範囲に存在する粒子の存在率を計算した。ここで、微粒子の合
計面積は、断面写真から粒子部分を刳り抜き、その質量から換算して求めた。
【０１２２】
　（６）熱可塑性樹脂粒子の平均粒径の測定
粒子の平均粒径については、走査型電子顕微鏡などの顕微鏡にて粒子を１０００倍以上に
拡大し写真撮影し、無作為に粒子を選び、その粒子の外接する円の直径を粒径とし、その
粒径の平均値（ｎ＝５０）として求めた。
【０１２３】
　（７）炭素繊維強化複合材料の衝撃後圧縮強度測定
一方向プリプレグを、［＋４５°／０°／－４５°／９０°］３ｓ構成で、擬似等方的に
２４プライ積層し、オートクレーブにて、１８０℃の温度で２時間、圧力６ｋｇ／ｃｍ２

、昇温速度１．５℃／分で成形して擬似等方材（繊維強化複合材料）を作製した。この擬
似等方材から、縦１５０mm×横１００mm（厚み４．５ｍｍ）のサンプルを切り出し、ＳＡ
ＣＭＡ　ＳＲＭ　２Ｒ－９４に従い、サンプルの中心部に６．７Ｊ／ｍｍの落錘衝撃を与
え、衝撃後圧縮強度を求めた。
【０１２４】
　（実施例１）
　混練装置で、２０質量部のＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－フェノキシアニリン（エポキシ
樹脂［Ａ］）と８０質量部のＥＬＭ４３４（エポキシ樹脂［Ｂ］）を混練した後、硬化剤
［Ｃ］であるセイカキュア－Ｓを５０質量部混練して、繊維強化複合材料用のエポキシ樹
脂組成物を作製した。表１に、組成と割合を示す（表１中、数字は質量部を表す）。得ら
れたエポキシ樹脂組成物を、ナイフコーターを用いて樹脂目付５０ｇ／ｍ２で離型紙上に
コーティングし、樹脂フィルムを作製した。この樹脂フィルムを、一方向に引き揃えた炭
素繊維（目付２００ｇ／ｍ２）の両側に重ね合せてヒートロールを用い、温度１００℃、
気圧１気圧で加熱加圧しながらエポキシ樹脂組成物を炭素繊維に含浸させプリプレグを得
た。得られたプリプレグについて、上記の（４）に従いプリプレグ揮発分を測定した。ま
た、得られたプリプレグを用い、上記の（２）繊維強化複合材料の０°引張強度測定と（
３）ガラス転移温度の測定、および（７）繊維強化複合材料の衝撃後圧縮強度測定に記載
のとおりに実施して、繊維強化複合材料を得、０°引張強度とガラス転移温度、衝撃後圧
縮強度測定を測定した。
【０１２５】
　（比較例１）
　混練装置で、１００質量部のＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－フェノキシアニリン（エポキ
シ樹脂［Ａ］）とセイカキュア－Ｓ（硬化剤［Ｃ］）５０質量部を混練して、繊維強化複
合材料用のエポキシ樹脂組成物を作製した。表７に、組成と割合を示す（表７中、数字は
質量部を表す。）。得られたエポキシ樹脂組成物を、ナイフコーターを用いて樹脂目付５
０ｇ／ｍ２で離型紙上にコーティングし、樹脂フィルムを作製した。この樹脂フィルムを
、一方向に引き揃えた炭素繊維（目付２００ｇ／ｍ２）の両側に重ね合せてヒートロール
を用い、温度１００℃、気圧１気圧で加熱加圧しながらエポキシ樹脂組成物を炭素繊維に
含浸させプリプレグを得た。得られたプリプレグを用い、上記の（２）繊維強化複合材料
の０°引張強度測定に記載のとおりに実施して繊維強化複合材料を得ようとしたところ、
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【０１２６】
　（実施例２～２０、比較例２～７）
　エポキシ樹脂と硬化剤の種類および配合量を、表１～３と７～８に示すように変更した
こと以外は、実施例１と同様にしてプリプレグを作製した。得られたプリプレグについて
、上記の（４）に従いプリプレグ揮発分を測定した。また、得られたプリプレグを用い、
上記の（２）繊維強化複合材料の０°引張強度測定と（３）ガラス転移温度の測定、およ
び（７）繊維強化複合材料の衝撃後圧縮強度測定に記載のとおりに実施して、繊維強化複
合材料を得、０°引張強度とガラス転移温度、衝撃後圧縮強度測定を測定した。結果を表
１～３と７～８に示す。
【０１２７】
　（実施例２１）
　表３に示す種類と配合量で各エポキシ樹脂と、ＰＥＳ５００３Ｐを配合して溶解させ、
その後、硬化剤であるセイカキュア－Ｓを混練して、炭素繊維強化複合材料用エポキシ樹
脂組成物を作製した。プリプレグは、実施例１と同様にして作製した。
【０１２８】
　（実施例２２）
　混練装置で、４０質量部のＮ，Ｎ－ジグリシジル－４－フェノキシアニリン（エポキシ
樹脂［Ａ］）と６０質量部のＥＬＭ４３４、１２質量部の“スミカエクセル（登録商標）
”ＰＥＳ５００３Ｐ（熱可塑性樹脂［Ｅ］）を混練、溶解した後、セイカキュア－Ｓ（硬
化剤［Ｃ］）を４０質量部混練して、熱可塑性樹脂粒子［Ｄ］を除く１次樹脂組成物を作
製した。得られた１次樹脂組成物を、ナイフコーターを用いて樹脂目付３０ｇ／ｍ２で離
型紙上にコーティングし、１次樹脂フィルムを作製した。この１次樹脂フィルムを一方向
に引き揃えた炭素繊維（目付２００ｇ／ｍ２）の両側に重ね合せてヒートロールを用い、
１００℃、１気圧で加熱加圧しながら繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物を含浸させ
、一次プリプレグを得た。次に、最終的な繊維強化複合材料用プリプレグのエポキシ樹脂
組成が表３の配合量になるように、“トレパール（登録商標）”ＴＮ（熱可塑性樹脂粒子
［Ｄ］）を加えて調整した２次エポキシ樹脂組成物で、ナイフコーターを用いて樹脂目付
２０ｇ／ｍ２で離型紙上にコーティングし、２次樹脂フィルムを作製した。この２次樹脂
フィルムを、一次プリプレグの両側に重ね合せてヒートロールを用い、１００℃、１気圧
で加熱加圧しながら繊維強化複合材料用エポキシ樹脂組成物を含浸させ、目的のプリプレ
グを得た。得られたプリプレグについて、上記の（４）に従いプリプレグ揮発分を測定し
た。また、得られたプリプレグを用い、上記の（２）繊維強化複合材料の０°引張強度測
定と（３）ガラス転移温度の測定、および（７）繊維強化複合材料の衝撃後圧縮強度測定
に記載のとおりに実施して、繊維強化複合材料を得、０°引張強度とガラス転移温度、衝
撃後圧縮強度測定を測定した。結果を表３に示す。
【０１２９】
　（実施例２３～５６、比較例８～１０、１１～１２）
　エポキシ樹脂と硬化剤の種類および配合量を、表３～８に示すように変更したこと以外
は、実施例２２と同様にしてプリプレグを作製した。得られたプリプレグについて、上記
の（４）に従いプリプレグ揮発分を測定した。また、得られたプリプレグを用い、上記の
（２）繊維強化複合材料の０°引張強度測定と（３）ガラス転移温度の測定、および（７
）繊維強化複合材料の衝撃後圧縮強度測定に記載のとおりに実施して、繊維強化複合材料
を得、０°引張強度とガラス転移温度、衝撃後圧縮強度測定を測定した。結果を表３～８
に示す。
【０１３０】
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【表１】

【０１３１】
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【表２】

【０１３２】



(23) JP 4811532 B2 2011.11.9

10

20

30

40

50

【表３】

【０１３３】
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【表４】

【０１３４】
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【表５】

【０１３５】
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【表６】

【０１３６】
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【表７】

【０１３７】
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【表８】

【０１３８】
　実施例１～５６と比較例１～１２との対比により、本発明のエポキシ樹脂組成物からな
るプリプレグは揮発分が少なく、また、本発明のエポキシ樹脂組成物を用いた繊維強化複
合材料は高い耐熱性と、低温下での高い強度特性を備えていることが分かる。
【０１３９】
　また、実施例３、４と比較例３～６との対比により、本発明は、特異的に揮発分が少な
く、低温下での優れた強度特性を達成することができることがわかる。
【０１４０】
　さらには、実施例２１～５６は、低温下での優れた強度特性に加えて高い衝撃後圧縮強
度を実現し、高度な耐衝撃性と低温下での力学特性を両立していることが分かる。
【産業上の利用可能性】
【０１４１】
　本発明によれば、揮発分が少なく、硬化したときの耐熱性が高いエポキシ樹脂組成物が
得られる。さらにはかかるエポキシ樹脂組成物により得られる繊維強化複合材料は、低温
下などのより厳しい使用環境での機械強度に優れるため特に構造材料に好適に用いられる
。例えば、航空宇宙用途では主翼、尾翼およびフロアビーム等の航空機一次構造材用途、
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フラップ、エルロン、カウル、フェアリングおよび内装材等の二次構造材用途、ロケット
モーターケースおよび人工衛星構造材用途等に好適に用いられる。また一般産業用途では
、自動車、船舶および鉄道車両等の移動体の構造材、ドライブシャフト、板バネ、風車ブ
レード、圧力容器、フライホイール、製紙用ローラ、屋根材、ケーブル、補強筋、および
補修補強材料等の土木・建築材料用途等に好適に用いられる。さらにスポーツ用途では、
ゴルフシャフト、釣り竿、テニス、バトミントンおよびスカッシュ等のラケット用途、ホ
ッケー等のスティック用途、およびスキーポール用途等に好適に用いられる。
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